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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第149期
第２四半期
連結累計期間

第150期
第２四半期
連結累計期間

第149期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 228,942 261,869 482,143

経常利益 (百万円) 2,929 3,171 5,855

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,515 772 3,418

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △269 1,307 1,887

純資産額 (百万円) 66,650 68,723 68,164

総資産額 (百万円) 258,748 286,687 260,205

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 10.35 5.28 23.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― 5.28 ―

自己資本比率 (％) 25.0 23.2 25.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,822 205 3,460

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,513 39 △3,823

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 17 198 515

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,142 4,359 3,888

　

回次
第149期
第２四半期
連結会計期間

第150期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 4.23 0.55

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第149期第２四半期連結累計期間及び、第149期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

４　第149期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ
いて、重要な変更はありません。
  また、セグメントごとの主要な関係会社の異動状況は次のとおりであります。

　
（製紙及び加工等）
平成23年４月１日付でコアレックスホールディングス㈱（平成23年７月１日付でＪＰコアレックス
ホールディングス㈱に商号変更）の株式を取得したことに伴い、三栄レギュレーター㈱、道栄紙業㈱、
信栄製紙㈱、サンペーパー㈱、旭栄紙業㈱、PULPPY CORELEX(VIETNAM)CO.,LTD.（平成23年９月27日付で
JP CORELEX(VIETNAM)CO.,LTD.に商号変更）が主要な関係会社となっております。

　

（不動産賃貸）
前連結会計年度において主要な関係会社としていた㈱中井本社は、平成23年４月１日付の当社との
合併により消滅したため、当第２四半期連結累計期間より主要な関係会社から除外しております。

　

（その他）
前連結会計年度において主要な関係会社としていた㈱厚木紙流通センターは、会社清算により、当第
２四半期連結累計期間より主要な関係会社から除外しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等
又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　
  (1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月に発生した東日本大震災による落込

みがあったものの、生産活動が徐々に正常化しました。紙パルプ業界におきましては、板紙は堅調に推移

したものの、洋紙はカタログやチラシ等の減少により、全般的には内需がやや減少しました。 

　当社グループは、ＪＰグループ中期経営計画2013を策定し、既存事業の収益力の強化に取り組むととも

に、引続き海外事業及び資源・環境等の関連事業の拡大を図っております。当第２四半期連結累計期間に

おいては、再生家庭紙を製造するコアレックス・グループが当社グループに加わりました。また、前連結

会計年度中に当社グループに加わったグールド・グループの業績が当第２四半期連結累計期間において

は、期初より反映しております。 

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は前年同四半期連結累計期間比14.4％増の2,618億

６千９百万円になりました。利益面では、営業利益は29.2％増の32億１千万円、経常利益は8.3％増の31億

７千１百万円になりました。四半期純利益は、投資有価証券評価損が発生したため、49.0％減の７億７千

２百万円になりました。

　

当第２四半期連結累計期間の業績をセグメント別にみると次のとおりであります。 

(注)　当第２四半期連結累計期間より、中期経営計画において目標とする経営指標を経常利益としたこ

とに伴い、セグメント利益を経常利益により記載しております。 

　

「国内卸売事業」

　震災による国内経済活動の停滞の影響を受けたことにより、印刷用紙を中心に需要が減少したため、売

上高は前年同四半期連結累計期間比2.4％減の1,905億５千８百万円になりました。経常利益は、販売費及

び一般管理費の減少により、8.7％増の26億１千５百万円になりました。

「在外卸売事業」

　グールド・グループの業績が期初から反映したことにより、売上高は前年同四半期連結累計期間比

119.0％増の572億２千１百万円になりました。経常利益は、グールド・グループが寄与したものの、前年

同四半期連結累計期間に好調だった香港の子会社の減益等により、17.4％減の２億８千５百万円になり

ました。

「製紙及び加工等事業」

　コアレックス・グループを子会社化したことにより、売上高は前年同四半期連結累計期間比127.1％増

の113億２百万円に、経常利益は99.6％増の10億４千７百万円になりました。

「不動産賃貸事業」

　前連結会計年度に発生した空室等により、売上高は前年同四半期連結累計期間比6.0％減の19億２千７

百万円に、経常利益は23.5％減の５億８百万円になりました。

「その他の事業」

　売上高は前年同四半期連結累計期間比40.1％増の８億６千１百万円に、経常損益は３千万円の経常損失

（前年同四半期連結累計期間は１千３百万円の経常利益）になりました。
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  (2) 財政状態の分析
当第２四半期連結会計期間末の総資産は、コアレックス・グループの子会社化により有形固定資産等

が増加したため、前連結会計年度末に比べて264億８千２百万円増加し、2,866億８千７百万円となりまし

た。 

　総負債は、前連結会計年度末に比べて259億２千３百万円増加し、2,179億６千４百万円となりました。
　
  (3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度に対して４億７千１百万

円増の43億５千９百万円となりました。 

  営業活動によるキャッシュ・フローは２億５百万円の収入となり、前年同四半期連結累計期間と比べ

ると、売上債権の増加等により、収入が26億１千６百万円減少しました。 

　投資活動によるキャッシュ・フローは３千９百万円の収入となり、前年同四半期連結累計期間と比べる

と、固定資産の取得による支出の減少等により、収支が35億５千２百万円の収入増となりました。 

　財務活動によるキャッシュ・フローは１億９千８百万円の収入となり、前年同四半期連結累計期間と比

べると、収入が１億８千万円増加しました。
　
  (4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた問題はありません。
　
  (5) 研究開発活動

特記事項はありません。

　

  (6) 従業員数
当第２四半期連結累計期間において、コアレックス・グループの子会社化に伴い、製紙及び加工等事業

の従業員数は前連結会計年度に比べ、467名増の1,012名となりました。また、連結会社の従業員数は、前連

結会計年度に比べ477名増の2,963名となりました。

　なお、従業員数は就業人員であります。
　
  (7) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、コアレックス・グループの子会社化に伴い、製紙及び加工等事業

の生産及び販売が著しく増加しております。

　また、前連結会計年度中に当社グループに加わったグールド・グループの業績が期初より反映している

ため、在外卸売事業の当第２四半期連結累計期間の仕入及び販売が著しく増加しております。

　当第２四半期連結累計期間のこれらの実績をセグメントごとに示しますと、次のとおりであります。

　

　　① 生産実績

セグメントの名称 金額（百万円）
　

前年同四半期比（％）

製紙及び加工等 13,382 205.1

（注）１　金額は製造原価によっております。

　　　　２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　
　　② 商品仕入実績

セグメントの名称 金額（百万円）
　

前年同四半期比（％）

国内卸売 177,339 97.0

在外卸売 52,633 238.4

合計 229,972 112.2

（注）１　金額は仕入価格によっております。

　　　　２　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

　　　　３　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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　　③ 販売実績

セグメントの名称 金額（百万円）
　

前年同四半期比（％）

国内卸売 190,558 97.6

在外卸売 57,221 219.0

製紙及び加工等 11,302 227.1

不動産賃貸 1,927 94.0

その他 861 140.1

合計 261,869 114.4

（注）１　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

　　　　２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

  (8) 主要な設備
　①　設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等による著しい変動

　　　　該当事項はありません。

なお、当第２四半期連結累計期間において、コアレックス・グループの子会社化により、家庭紙製造

設備等の有形固定資産14,928百万円が主要な設備に加わっております。

　

②　前連結会計年度末において計画中であった新設、休止、大規模改修、除却、売却等の著しい変動

　　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 295,603,000

計 295,603,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 150,215,512 150,215,512東京証券取引所市場第１部
単元株式数は1,000
株であります。

計 150,215,512 150,215,512 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

 当第２四半期会計期間において、新株予約権を発行しております。

決議年月日 平成23年６月29日

新株予約権の数(個) 296,031　（注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 296,031　（注１）

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり１

新株予約権の行使期間 平成23年７月21日～平成53年７月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

　　　　　　　発行価格　  237　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　
資本組入額　119　（注２）

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４）

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株とする。

なお、新株予約権の割当日後、当社が、株式分割、株式無償割当て又は株式併合を行う場合には、次の算式によ

り付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新

株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる

ものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 ×  株式分割、株式無償割当て又は株式併合の比率
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２　(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い計算される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

　　(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等

増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

３  (1) 新株予約権者は、上記の行使期間において当社の取締役及び執行役員のいずれの地位も喪失した日の翌

日から10日間に限って新株予約権を行使することができる。

　　(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新

株予約権の行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した新株予約権割当

契約に定めるところによる。

　　(3) その他の行使の条件は、新株予約権割当契約に定める。

４　当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編行為の効力発生時点に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、合併後存続する株

式会社又は合併により設立する株式会社、吸収分割する事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承認

する株式会社、新設分割により設立する株式会社、当社の発行済株式の全部を取得する株式会社及び株式移転

により設立する株式会社（以上を総称して以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件で交

付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行

するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定め、これが当社株主総会で

承認された場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数とする。

(2) 新株予約権の目的となる株式の種類

　　再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的となる株式の数

組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された数とし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨て

る。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

再編後払込金額に上記(3)に従って決定される各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗

じて得られる金額とする。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受け

る再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

(5) 新株予約権の行使期間

上記「新株予約権の行使期間」の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、上記「新

株予約権の行使期間」の満了日までとする。

(6) その他行使条件及び取得条項

　　注３及び注５に準じて定めるものとする。

　　(7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

　　注２に準じて定めるものとする。

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

５　以下の(1)、(2)、(3)、(4)又は(5)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社の取締役会決議又は会社法第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当社

取締役会又は当社取締役会の委任を受けた当社の代表取締役が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を

取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 

　　(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案

　　(5) 新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること又

は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設

ける定款の変更承認の議案
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年７月１日～
平成23年９月30日

― 150,215 ― 16,649 ― 15,241

　

(6) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

王子製紙㈱ 東京都中央区銀座４－７－５ 16,389 10.9

みずほ信託銀行㈱退職給付信託
日本製紙口再信託受託者資産管
理サービス信託銀行㈱

東京都中央区晴海１－８－12 14,020 9.3

㈱みずほ銀行 東京都中央区晴海１－８－12 6,986 4.6

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 5,036 3.3

日本紙パルプ商事持株会
東京都中央区日本橋本石町４－６－11
日本紙パルプ商事㈱内

5,025 3.3

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 3,583 2.3

中央三井信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１－８－11 3,270 2.1

㈱十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８－26 3,215 2.1

北越紀州製紙㈱ 新潟県長岡市西蔵王３－５－１ 3,101 2.0

中越パルプ工業㈱ 東京都中央区銀座２－10－６ 2,584 　1.7

計 ― 63,212 42.0
　

(注) １　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

       みずほ信託銀行㈱退職給付信託日本製紙口再信託受託者資産管理サービス信託銀行㈱　  14,020千株

　 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口)                                       3,583千株

２　日本製紙㈱は当社普通株式14,020千株を信託財産としてみずほ信託銀行㈱退職給付信託日本製紙口再信託

受託者資産管理サービス信託銀行㈱へ拠出しておりますが、信託契約に基づき、議決権行使の指示権につい

ては委託者である日本製紙㈱が留保しております。

３　当社は、自己株式3,710千株(2.4％)を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。なお、自己

株式3,710千株は株主名簿記載上の株式数であり、平成23年９月30日現在の実保有残高は3,708千株であり

ます。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式   3,708,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式     706,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 144,787,000 144,787 ―

単元未満株式 普通株式   1,014,512 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 150,215,512 ― ―

総株主の議決権 ― 144,787 ―
　

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、「議決

権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

日本紙パルプ商事㈱
東京都中央区日本橋本石
町４－６－11

3,708,000 ― 3,708,000 2.4

(相互保有株式) 　 　 　 　 　

中津川包装工業㈱
愛知県春日井市長塚町
２－12

13,000 ― 13,000 0.0

本州電材㈱
大阪府大阪市中央区瓦町
１－６－10

39,000 ― 39,000 0.0

北上製紙㈱
岩手県一関市旭町
10－１

28,000 ― 28,000 0.0

東京産業洋紙㈱
東京都中央区日本橋室町
３－４－４

626,000 ― 626,000 0.4

計 ― 4,414,000 ― 4,414,000 2.9
　

(注)　このほか、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権の数２個)

あります。なお、当該株式数は「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含まれております。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１日

から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、八重洲監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,906 4,436

受取手形及び売掛金 141,570 143,919

たな卸資産 ※１
 20,282

※１
 26,285

その他 5,796 5,925

貸倒引当金 △1,615 △1,520

流動資産合計 169,939 179,046

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 25,760 30,396

土地 22,217 26,756

その他（純額） 6,197 11,341

有形固定資産合計 54,174 68,494

無形固定資産

のれん － 1,482

その他 1,415 1,430

無形固定資産合計 1,415 2,913

投資その他の資産

投資有価証券 29,921 29,127

その他 5,584 7,941

貸倒引当金 △894 △892

投資その他の資産合計 ※２
 34,610

※２
 36,175

固定資産合計 90,199 107,582

繰延資産 67 59

資産合計 260,205 286,687
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 105,156 108,022

短期借入金 37,400 45,306

コマーシャル・ペーパー 5,000 9,000

1年内償還予定の社債 － 663

未払法人税等 792 1,302

引当金 1,588 1,632

その他 4,933 5,808

流動負債合計 154,868 171,732

固定負債

社債 15,000 15,478

長期借入金 15,883 19,548

退職給付引当金 2,845 2,845

役員退職慰労引当金 577 66

負ののれん 60 －

その他 2,806 8,296

固定負債合計 37,173 46,232

負債合計 192,041 217,964

純資産の部

株主資本

資本金 16,649 16,649

資本剰余金 15,247 15,247

利益剰余金 38,073 38,106

自己株式 △1,477 △1,477

株主資本合計 68,493 68,524

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,215 △1,005

繰延ヘッジ損益 △7 4

為替換算調整勘定 △1,220 △1,128

その他の包括利益累計額合計 △2,441 △2,129

新株予約権 － 20

少数株主持分 2,113 2,307

純資産合計 68,164 68,723

負債純資産合計 260,205 286,687
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
　【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
  至 平成23年９月30日)

売上高 228,942 261,869

売上原価 210,894 239,684

売上総利益 18,048 22,185

販売費及び一般管理費 ※１
 15,563

※１
 18,975

営業利益 2,485 3,210

営業外収益

受取利息 47 44

受取配当金 350 456

負ののれん償却額 76 －

持分法による投資利益 158 113

その他 327 275

営業外収益合計 959 888

営業外費用

支払利息 441 711

その他 73 216

営業外費用合計 514 927

経常利益 2,929 3,171

特別利益

投資有価証券売却益 0 500

負ののれん発生益 20 58

固定資産売却益 75 16

その他 13 －

特別利益合計 109 574

特別損失

投資有価証券評価損 475 1,410

段階取得に係る差損 29 264

投資有価証券売却損 1 115

関係会社整理損 － 51

固定資産処分損 43 14

その他 6 49

特別損失合計 554 1,903

税金等調整前四半期純利益 2,484 1,842

法人税、住民税及び事業税 737 1,256

法人税等調整額 216 △369

法人税等合計 953 887

少数株主損益調整前四半期純利益 1,530 955

少数株主利益 16 183

四半期純利益 1,515 772

EDINET提出書類

日本紙パルプ商事株式会社(E02510)

四半期報告書

14/27



　【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
  至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,530 955

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,700 290

繰延ヘッジ損益 17 11

為替換算調整勘定 △247 133

持分法適用会社に対する持分相当額 130 △81

その他の包括利益合計 △1,800 352

四半期包括利益 △269 1,307

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △263 1,084

少数株主に係る四半期包括利益 △7 223
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,484 1,842

減価償却費 1,068 1,847

のれん償却額 － 76

負ののれん償却額 △76 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 92 △334

その他の引当金の増減額（△は減少） △551 △640

受取利息及び受取配当金 △397 △500

支払利息 441 711

持分法による投資損益（△は益） △158 △113

有形固定資産売却損益（△は益） △74 △13

投資有価証券評価損益（△は益） 475 1,410

投資有価証券売却損益（△は益） 1 △385

売上債権の増減額（△は増加） 2,619 △3,246

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,654 △4,313

仕入債務の増減額（△は減少） 534 3,678

その他 △330 1,269

小計 4,475 1,287

利息及び配当金の受取額 421 586

利息の支払額 △424 △734

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,650 △933

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,822 205

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,508 △1,008

有形固定資産の売却による収入 202 28

無形固定資産の取得による支出 △12 △395

投資有価証券の取得による支出 △226 △399

投資有価証券の売却による収入 3 581

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△418 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 616

その他 446 616

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,513 39
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,788 810

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △7,000 4,000

長期借入れによる収入 300 387

長期借入金の返済による支出 △597 △3,362

社債の発行による収入 14,916 －

社債の償還による支出 △10,000 △930

少数株主からの払込みによる収入 174 －

自己株式の取得による支出 △3 △7

配当金の支払額 △733 △733

少数株主への配当金の支払額 △13 △16

その他 186 49

財務活動によるキャッシュ・フロー 17 198

現金及び現金同等物に係る換算差額 △50 29

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △724 471

現金及び現金同等物の期首残高 3,736 3,888

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

129 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,142

※1
 4,359

EDINET提出書類

日本紙パルプ商事株式会社(E02510)

四半期報告書

17/27



　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
 (自  平成23年４月１日  
 至  平成23年９月30日)

連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、コアレックスホールディングス㈱（平成23年７月１日付でＪＰコアレックスホー

ルディングス㈱に商号変更）及びその子会社の三栄レギュレーター㈱、道栄紙業㈱、信栄製紙㈱、サンペーパー㈱、

旭栄紙業㈱、コアレックス㈱、PULPPY CORELEX(HONG KONG)LTD.（平成23年７月６日付でJP CORELEX(HONG

KONG)CO.,LTD.に商号変更）、PULPPY CORELEX(VIETNAM)CO.,LTD.（平成23年９月27日付でJP

CORELEX(VIETNAM)CO.,LTD.に商号変更）は、当社による株式取得のため、連結の範囲に含めております。また、前連

結会計年度において連結子会社であった㈱中井本社は、第１四半期連結会計期間において当社との合併により消滅

したため、連結の範囲から除外しております。前連結会計年度において連結子会社であった㈱厚木紙流通センター

は、第１四半期連結会計期間より会社清算のため連結の範囲から除外しております。

　
　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間
 (自  平成23年４月１日  
 至  平成23年９月30日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

※　保証債務

　 ① 連結会社以外の会社の銀行借入等に対して、債務保

証を行っております。

PULPPY CORELEX
(HONG KONG)LTD.

704百万円

天津日海輝陽再生資源回収
有限公司

444  〃

日奔紙張紙漿電材(上海)
有限公司

235  〃

Kosoku Paper Ltd.128  〃

川辺バイオマス発電㈱ 98  〃

Tai Tak Takeo Fine Paper
Co., Ltd.

19  〃

青島王子包装有限公司 18  〃

Japan Pulp &
Paper(Australia)Pty.Ltd.

10  〃

Fine Paper Takeo(M)Sdn.Bhd.3　〃

 合計 1,659  〃

※　保証債務

　 ① 連結会社以外の会社の銀行借入等に対して、債務保

証を行っております。

天津日海輝陽再生資源回収
有限公司

422百万円

日奔紙張紙漿電材(上海)
有限公司

176  〃

Kosoku Paper Ltd.118  〃

川辺バイオマス発電㈱ 42  〃

Japan Pulp & Paper
(Australia)Pty.Ltd.

38  〃

Tai Tak Takeo Fine Paper
Co., Ltd.

27  〃

青島王子包装有限公司 17  〃

Fine Paper Takeo(M)Sdn.Bhd.2  〃

Japan Pulp & Paper(M)Sdn.Bhd.2  〃

 合計 843  〃

　（注）青島王子包装有限公司に対する保証債務は、当
社グループ負担額を記載しており、他社負担額
を含めた連帯保証債務総額は85百万円であり
ます。

　（注）青島王子包装有限公司に対する保証債務は、当
社グループ負担額を記載しており、他社負担額
を含めた連帯保証債務総額は81百万円であり
ます。

   ② 旧連結子会社ジェーピー・リース㈱が契約上の地

位を譲渡したリース債権等のうち90百万円に対し

て、債務保証を行っております。

   ② 旧連結子会社ジェーピー・リース㈱が契約上の地

位を譲渡したリース債権等のうち21百万円に対し

て、債務保証を行っております。

 ※ 手形遡及債務 　

　 　受取手形割引高 27百万円

　 　受取手形裏書譲渡高 50  〃

　
　輸出信用状付荷為替手形
　銀行間未決済残高

46  〃

 ※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　 　商品及び製品   19,534百万円

　 　仕掛品   13  〃

　 　原材料及び貯蔵品 735  〃
　

 ※ 手形遡及債務 　

　 　受取手形割引高 29百万円

　 　受取手形裏書譲渡高 28  〃

　
　輸出信用状付荷為替手形
　銀行間未決済残高

6  〃

 ※
１

たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　 　商品及び製品 24,132百万円

　 　仕掛品   98  〃

　 　原材料及び貯蔵品 2,055  〃

　※２ 個別引当の貸倒引当金(総額276百万円)が対象債

権より直接控除されております。

※２ 個別引当の貸倒引当金(総額375百万円)が対象債

権より直接控除されております。
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(四半期連結損益計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりで

あります。

　 従業員給料手当 4,085百万円

　 賞与引当金繰入額 　  1,339  〃

※１ 販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりで

あります。

　 従業員給料手当 4,733百万円

　 賞与引当金繰入額 1,366  〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 現金及び預金勘定 3,160百万円

　
預入期間が３ヵ月を超える

定期預金・定期積金
△18  〃

　 現金及び現金同等物 3,142  〃
 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 現金及び預金勘定 4,436百万円

　
預入期間が３ヵ月を超える

定期預金・定期積金
△77  〃

　 現金及び現金同等物   4,359  〃
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　

　１． 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 733 5 平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

　２． 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年10月22日
取締役会

普通株式 利益剰余金 733 5 平成22年９月30日 平成22年12月１日

　
　

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

　
　１． 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 733 5 平成23年３月31日 平成23年６月30日

　

　２． 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年10月25日
取締役会

普通株式 利益剰余金 733 5 平成23年９月30日 平成23年12月１日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月1日  至  平成22年９月30日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　

報告セグメント
その他
(百万円)

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

国内卸売
(百万円)

在外卸売
(百万円)

製紙及び
加工等
(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 195,17426,1274,9772,049 615228,942 ― 228,942

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

6,329 222 3,767 181 905 11,404△11,404 ―

計 201,50326,3498,7452,2301,519240,346△11,404228,942

セグメント利益　　　又
は損失（△）

2,405 345 524 664 13 3,951△1,022 2,929

（注）１ その他には、資源・環境事業、倉庫・運送事業及び情報システム販売等の事業を含んでおります。

 ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 ３ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社部門の損益△753百万

円が含まれております。全社部門の損益は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益、営業

外費用の純額（連結上消去した受取配当金等を除く）であります。

　

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　

報告セグメント
その他
(百万円)

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

国内卸売
(百万円)

在外卸売
(百万円)

製紙及び
加工等
(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 190,55857,22111,3021,927 861261,869 ― 261,869

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

9,568 316 9,495 12 851 20,242△20,242 ―

計 200,12657,53720,7971,9391,712282,111△20,242261,869

セグメント利益　　　又
は損失（△）

2,615 285 1,047 508 △30 4,425△1,254 3,171

（注）１ その他には、資源・環境事業、倉庫・運送事業及び情報システム販売等の事業を含んでおります。

 ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 ３ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社部門の損益△1,084百

万円が含まれております。全社部門の損益は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益、営

業外費用の純額（連結上消去した受取配当金等を除く）であります。
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 ２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは、第１四半期連結会計期間に策定したＪＰグループ中期経営計画2013において目標と

する経営指標を経常利益により定めました。これに伴い、セグメント利益又は損失については、税金等調

整前四半期純利益を基礎に記載し四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益と調整を行ってお

りましたが、第１四半期連結会計期間より経常利益を基礎に記載し四半期連結損益計算書の経常利益と

調整を行うこととしております。

　なお、変更後の方法により作成した前第２四半期連結累計期間に係る報告セグメントの売上高及び利益

又は損失の金額に関する情報は、「Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

９月30日）」に記載しております。

　

 ３．報告セグメントごとの資産に関する情報

当第２四半期連結累計期間にコアレックスホールディングス㈱（平成23年７月１日付でＪＰコアレッ

クスホールディングス㈱に商号変更）の株式を取得したことにより、「製紙及び加工等」セグメントの

資産が、前連結会計年度に比べ22,037百万円増加しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 10円35銭 5円28銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益 1,515百万円 772百万円

    普通株主に帰属しない金額 ― ―

    普通株式に係る四半期純利益 1,515百万円 772百万円

    普通株式の期中平均株式数 146,299千株 146,285千株

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 5円28銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益調整額 ― ―

    普通株式増加数 ― 60千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

――――― ―――――

(注) 前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため、記載して

おりません。
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２ 【その他】

平成23年10月25日開催の取締役会において当期の中間配当金について次のとおり決議しました。

１　１株あたり中間配当金　　　　　　　　　　　 ５円00銭

２　中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　 733百万円

３　支払請求の効力発生日及び支払開始日     　　平成23年12月１日

   (注)　平成23年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月10日

日本紙パルプ商事株式会社

取締役会  御中

　

八重洲監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    本    間    英    雄    印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    久    具    壽    男    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本
紙パルプ商事株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計
期間(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平
成23年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本紙パルプ商事株式会社及び連結子会社の
平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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